
連携支援計画の概要

事業目標

事業内容

〇生産者や食品事業者を中心とした多様な関係者が連携・協調する地域
コンソーシアムを設置し、農業・農村における社会的課題の解決と経済
的利益の両立を図るビジネスモデルの創出を支援する。新たな食ビジネ
スとして、地域資源を活用した加工品や付加価値のある商品の開発等を
３件行う。

支援機関が連携し、地域食料システムの確立に向けて、新たな食ビジ
ネスが継続的に創出される仕組みを構築する。
・新たな食ビジネス創出に向けた研修会や課題検討の場を設置
・新商品開発等に取り組む事業者への情報提供や助言
・生産者と食品事業者等が有機的に連携するネットワークの構築と
事業者のマッチング支援

計画のイメージ

実施時期

2026年4月～2031年3月

支援機関の名称 役割
長野県 統括、各種事業者の支援
株式会社産直新聞社 LFP＋ながの事務局 全体運営、研修会開催、マッチング支援

2026年２月27日認定

連携支援事業者 長野県
連携支援事業

連携支援事業を共同で実施する者の役割分担
新たな

食ビジネスの創出

・各種事業者の支援
・取組の方向性

長野県

・LFP＋ながの事務局
・全体運営
・研修会開催
・マッチング支援

(株)産直新聞社

①食ビジネス創出に向けた研修・検討の場を設置
②新商品開発・販路開拓に取り組む事業者への支援
③有機的連携ネットワークの構築とマッチング支援

支援機関 コンソーシアム
参画事業者

農林漁業者 加工事業者
農産物直売所 小売り事業者
市町村等 報道機関
消費者団体 給食事業者
食品産業事業者 商工団体
教育・研究機関

支援・調整
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